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三
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衆
議
院
議
員
沢
田
広
君
提
出
各
共
済
年
金
の
運
用
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
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内
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衆
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平
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二
年
四
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衆
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閣
総
理
大
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三 

 
衆
議
院
議
員
沢
田
広
君
提
出
各
共
済
年
金
の
運
用
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

各
年
金
制
度
の
昭
和
六
十
一
年
度
末
、
昭
和
六
十
二
年
度
末
及
び
昭
和
六
十
三
年
度
末
に
お
け
る
積
立
金
の

額
は
、
別
表
一
の
と
お
り
で
あ
る
。 

二
に
つ
い
て 

各
年
金
制
度
の
昭
和
六
十
一
年
度
、
昭
和
六
十
二
年
度
及
び
昭
和
六
十
三
年
度
に
お
け
る
積
立
金
の
運
用
収

入
の
額
は
、
別
表
二
の
と
お
り
で
あ
る
。 

ま
た
、
各
年
金
制
度
の
昭
和
六
十
一
年
度
、
昭
和
六
十
二
年
度
及
び
昭
和
六
十
三
年
度
に
お
け
る
積
立
金
の

運
用
方
法
は
、
別
表
三
の
と
お
り
で
あ
る
。 

三
に
つ
い
て 



各
年
金
制
度
に
係
る
昭
和
六
十
一
年
度
、
昭
和
六
十
二
年
度
及
び
昭
和
六
十
三
年
度
に
お
け
る
主
な
支
出
の

内
訳
は
、
別
表
四
の
と
お
り
で
あ
る
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四 

 



           

別表一  

（単位 億円）  

五 

 



           

別表二  

（単位 億円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注） 国民年金及び厚生年金保険の積立金に係る年金財源強化事業等

の運用残高は、昭和 61 年度末 5,000 億円、昭和 62 年度末 21,000
億円、昭和 63 年度末 43,200 億円であり、各年度の運用益（運用

収入から借入利息を差し引いたもの）は、それぞれ 30 億円、166
億円、 606 億円となっている。  

六 

 



           

別表三 積立金の運用方法（昭和 61 年度から昭和 63

年度まで）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（注） 国民年金及び厚生年金保険の積立金については、資金運用部に

預託したうちの一部を年金福祉事業団が資金運用部から借り入れ

て、信託銀行、生命保険会社に委託する等の方法により運用を行

う年金財源強化事業等を行っている。  

七 

 



           

別表四  

（単位 億円）  

八 

 



           

九 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（注） 厚生年金保険の業務勘定においては、厚生年金保険事業並びに

健康保険事業及び児童手当てに係る業務取扱費等の経費を一括して

計上しており、厚生年金保険事業分のみを分離して計上すること

は困難なので、その総額を計上している。  
私立学校教職員共済組合、地方公務員共済組合、日本電信電話

共済組合、日本たばこ産業共済組合及び日本鉄道共済組合の業務

経理においては、長期給付事業及び短期給付事業に係る経費を一

括して計上しており、長期給付事業分のみを分離して計上するこ

とは困難なので、その総額を計上している。  

一
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